
循環型社会形成推進交付金（公共）（浄化槽分）

１２，８３８百万円（１４，３４４百万円）

廃棄物・リサイクル対策部 廃棄物対策課浄化槽推進室

１．事業の概要

湖沼等公共用水域等の水質汚濁の大きな原因となっている生活排水対策を推

進し良好な水環境や健全な水循環の確保、並びに地球温暖化対策を強力に推進

するため浄化槽分野での取り組みを促進するため、浄化槽整備に対する国の助

成制度の一層の充実・強化を図る。

※この他、内閣府に計上されている地域再生基盤強化交付金（汚水処理施

設整備交付金）により浄化槽整備を推進。

（１）低炭素社会対応型浄化槽整備推進事業の実施

鳩山内閣で掲げている、日本における温室効果ガスの削減目標(２０２０

年までに９０年比で２５％削減)に対し、浄化槽分野におけるＣＯ 削減対２

策の促進を図るため、以下の費用に対し、助成率１／２により助成を行う。

・省エネルギータイプの浄化槽への新規設置費用

・既設置合併処理浄化槽における省エネルギータイプのブロワへの取替

え費用（１回限り）

（２）浄化槽整備区域促進特別モデル事業の充実

平成２１年度より実施している浄化槽整備区域促進特別モデル事業（助

成率１／２）のうち、単独処理浄化槽集中転換事業（市町村設置型及び個

人設置型）につき、平成２２年度から平成２４年度までの３カ年において、

１０カ所の採択枠を追加する。

（３）単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換の推進

① 現在９万円を上限としている撤去費用の助成対象事業費につき、単独処

理浄化槽の撤去に必要な費用を勘案した経費に変更する。

※２０万円を基準額の上限に変更

② 単独処理浄化槽から合併処理浄化槽に転換する際に併せて必要となる、

家屋等からの排水設備の設置に要する費用について助成対象とする。

（４）個人設置型の浄化槽における公的負担割合の見直し

個人設置型の浄化槽について、助成対象事業費（公的負担割合）を現在

の「４０％」から「５０％」に引き上げる。

（５）計画策定調査費の拡充（市町村設置型における拡充支援）

① 「（下水道計画の新たな策定予定が無く）新たに浄化槽整備区域を設定

し、市町村設置型を実施する予定の市町村」に対して、「事業費の3.5％」

から「必要な額」に拡充する。

② 事業計画の改定に要する費用についても助成対象とする。



２．事業計画

助成率：１／３（低炭素対応型事業、モデル事業１／２）

助成先：市町村等

３．施策の効果

浄化槽の整備推進により、湖沼等公共用水域等における生活排水対策が進み、

良好な水環境や健全な水循環が確保できる。



低炭素社会対応浄化槽整備推進事業の実施について

１．省エネルギータイプの浄化槽の設置費用への助成

ブロワ ブロワ（送風機）の
運転に使用される
電力の省力化に資
するタイプの浄化
槽への助成

（ブロワ使用電力自
体の低減化、ブロ
ワ運転の効率化、
浄化能力効率化に
よる使用電力の減
少）

２．既設置合併処理浄化槽における省エネルギータイプのブロワへの取替費用

※現在の省エネルギータイプの浄化槽では、２～３割の使用電力低減が可能

現行の省エネ基準 ： ５人槽 ブロワ定格出力 ５３Ｗ以下
（通常型） ７人槽 ブロワ定格出力 ７５Ｗ以下

１０人槽 ブロワ定格出力１０１Ｗ以下
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